
Ⅰ　評価の結果、評価に係る宮城県行政評価委員会の意見及び県の対応方針
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【県関与・事業群設定：適切】本施策での県の役割は，農林水産業
の組織活動支援や青年農業者育成センターと一体的な活動を通じ
て農林水産業者の育成支援を図ることである。事業群は競争力の
ある優れた経営体の育成や，農林水産業の後継者育成を進める内
容の構成になっており，すべて施策目的を実現するために必要な
事業である。
【事業群の有効性：おおむね有効】施策満足度は50→50→53.5とい
ずれも60点以下であるが上昇傾向でありやや有効性を確認できる。
また，政策評価指標「認定農業者数」，「新規農林水産業就業者
数」は改善傾向にあるが目標値にはやや遠い状況にあるものの，
「認定林業事業体数」，「専業的漁業経営体数の割合」は目標値を
達成していることからおおむね有効と判断する。
【事業群の効率性：おおむね効率的】施策満足度，政策評価指標
からある程度の効率性が確認できる。また，就農相談会での就農相
談件数はH15が59件，H16が74件と増加するなど主要14事業のうち
7事業で前年度より事業費に対する業績が向上しており，全体的に
効率的に事業が実施されているものと判断できる。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。
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【評価結果から抽出される課題と対応策】
　我が国の製造業に係る就業者のうち30歳未満の者の割合は，
18.4％（平成15年）と30年前の半減となっており，現在も低下傾向が
続いている。また，団魂の世代が2007年に60歳の定年を一斉に迎
えものづくり分野に影響が出てくるとされている。製造現場を中心と
して多くの企業が危機感を有しており，技能・技術の継承について
対応が必要となっている。これらの課題を克服するには，広く一般
に技能の大切さを認識し，ものづくりに親しむ社会を形成することが
重要となっている。技能労働者の確保及び育成や技能尊重機運の
ための事業を推進していく必要がある。
　最近のものづくり離れや若年技能労働者の不足が深刻化してお
り，若年労働者の確保及び養成が課題となっており，技能労働者に
対する正しい評価と，ものづくりに対する理解と重要性を認識しても
うう必要がある。

【施策・事業の方向性】
　施策に関連する各事業は，人材育成を図る機能を果たしており，
事業を継続していく必要がある。
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【評価結果から抽出される課題と対応策】
・農林水産業新規就業者は多様化しており、それに対応しうる施策
となるよう検討が必要である。
・農林水産業を行う上で求められる能力も高度化・多様化しており、
それを支援する事業の検討が必要である。

【施策・事業の方向性】
・来年度も重点的に取り組むとともに、新規就業者の実践力が更に
養えるよう、県内農林水産業者のより強い協力のもとに新規就業者
育成・確保が進められるよう検討する。
・農林水産業の人材の育成は重要課題であり，その確保・育成に向
け施策を集中することとしていることから，引き続き本施策を重点的
に展開するとともに、新たな研修教育システムの検討などの取り組
みを進め，４つの政策指標の達成や政策目的の達成を図る。
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【県関与・事業群設定：おおむね適切】本施策での県の役割は，国
の職業能力開発基本計画に基づき「宮城県職業能力開発計画」を
策定し，その一つとして技能労働者の職業能力の向上を目的とした
技能検定及び企業における職業能力開発の支援を行うことである。
労働者自らの職業能力を向上させるため企業における職業能力開
発の促進のほか，新たな技能・技術の習得や向上のための事業を
展開しており事業群の設定は適切である。
【事業群の有効性：おおむね有効】施策満足度は過去３回とも50点
であり有効とは言えない。厳しい雇用情勢やものづくり及び技能労
働者に対する認知度が低いことなどが原因と考えられる。一方，政
策評価指標「技能検定合格者数（累計）」は目標を達成しており有
効と言える。ただし，県内の製造業に係る事業所数は平成13年度
調査で7,202事業所で前回H8年から8.5％減，産業別常用労働者
数（製造業）は平成13年度112,951人，14年度104,309人，15年度
100,587人と減少傾向が続いており，雇用情勢が好転しないと満足
度も上昇しないものと考えられる。
【事業群の効率性：おおむね効率的】政策評価指標が達成されて
おり効率性が確認できる。また，事業費に対する業績（訓練者・受講
者数）をみた場合，毎年度事業費が減少していく中で全体として効
率的に事業が実施されていると判断できる。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。
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【施策群設定：適切】政策を実現するため５施策すべてが必要と認
められ妥当である。政策目的を実現するためには，第１次・２次・３次
産業の各分野においてそれぞれ総合的な施策の展開が必要であり
適切な施策の体系であると認められる。
【政策評価指標群：適切】設定した４指標とも適切であり今後も継続
する。５施策すべて必要性を「大」としており，継続的に取り組む施
策５を除いて指標が設定されていることからおおむね適切である。
【施策群の有効性：おおむね有効】政策全体の政策評価指標達成
状況から「おおむね有効」，政策満足度結果から「おおむね有効」，
社会経済情勢の点からは「おおむね有効」と判定した。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。
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【施策・事業の方向性】
　企業の需要に応じ，また需要を掘り起こし，事業を継続する。ま
た，企業のITのレベル差は拡大しているが，中位以下のレベルの企
業を主な対象に設定し，広く対応していく。
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【評価結果から抽出される課題と対応策】
　研修受講者数は目標値を達成しているものの、施策満足度にお
けるかい離度が高い結果となっているため、研修成果の活用方法
の検証が必要と考える。
　地域商業の発展や活性化を図るために、地域活性化の中心的役
割を担う中小商業・サービス業への研修事業を提供することは有効
であるので、引き続き重点的に支援していく。

【施策・事業の方向性】
　県が直接実施する事業については、受講者１０名の評価が高いに
もかかわらず、研修受入先の関係から規模の拡大が困難であるた
め、別途研修事業も含めて拡充方策を検討する。
　低迷する地域中小商業・サービス業の振興の推進役となるリー
ダーの育成事業の有効性は認められているので、引き続き県民及
び事業参加者のニーズの把握に努め、支援内容の充実を図る。
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【県関与・事業群設定：おおむね適切】本施策での県の役割は，国
と適切な役割分担の下，中小企業関係団体等と積極的に連携し効
果的な人材育成事業の実施に努めることである。県内商業界の中
核を担う中小小売・サービス業を営む経営者等の管理能力の向
上，地域商業リーダーとなる人材の育成，「もうかる仕組み作り」をサ
ポートする実践経営塾等の事業構成になっており施策目的を実現
するために必要な事業である。
【事業群の有効性：おおむね有効】施策満足度は50→54→50と低
調であり有効とは言えない。一方，政策評価指標中「商業・サービス
業における研修受講者数」は目標を達成しており有効と言える。
【事業群の効率性：おおむね効率的】政策評価指標の達成状況か
ら効率性は確認できる。各事業では予算額が減額となる中で同規
模の事業業績を残している。また，地域商業活力創造事業（若手商
業リーダーの育成）の受講者は通年10名と少人数であり効率性が
低いが，受講者のアンケート調査では研修への評価・満足度が高く
おおむね効率的と考える。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。

【県関与・事業群設定：適切】本施策での県の役割は，ITコーディ
ネーター等の企業訪問，経営者向けのセミナーを開催することであ
る。ITが企業にもたらす効用を知りこれを金銭換算できるかどうかは
経営者の知識次第（もしくは企業内の人的ストック）であることから，
事業の設定は適切である。
【事業群の有効性：おおむね有効】施策満足度は53→52→55と上
昇しておりおおむね有効と言える。また，政策評価指標「情報技術
活用による経営革新をめざして専門家の派遣を受けた中小企業
数」は目標を達成しており有効である。
【事業群の効率性：おおむね効率的】施策満足度，政策評価指標
の達成状況から効率性が確認できる。ただし，事業費に対する業績
（支援企業数）の割合は前年度より低下しており課題がある。
【総括】上記３点を総合的に検証した結果「おおむね適切」と判断す
る。
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